大阪府児童福祉施設等財産処分実施要領
（趣旨）
第１条　この要領は、大阪府社会福祉施設等財産処分要綱（以下「要綱」という。）に基づく、財産の処分（福祉部子ども室所管施設に限る。）について必要な事項を定めるものとする。

　　なお、大阪府補助金交付規則第１９条の規定に基づく財産の処分のうち、担保に供する場合の承認手続き等については、別途定めるものとする。
（対象の種類）
第２条　要綱第１条に規定する事業者は、地方公共団体、公益財団法人又は特例財団法人及び社会福祉法人とする。

２　対象施設は、保育所、児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設、情緒障害児短期治療施設、児童厚生施設、子育て支援のための拠点施設とする。

（承認申請に係る提出資料）
第３条　要綱第３条第２項に規定する財産処分承認申請書等の他、必要と認める資料は、別表１によるものとする。
（財産処分承認書等の交付）
第４条　要綱第６条第１項により承認する場合は、別紙１によるものとする。

２　要綱同条第２項に規定する必要な条件は、別添３を参考にするものとする。ただし、これに拠りがたい場合は、別途条件を付すことができる。
３　要綱第７条第１項により承認をしない場合は、別紙２によるものとする。
（補助金の返還）
第５条　要綱第８条第１項により所管課が別途定めるものについては、別表２によるものとする。

２　補助金の返還が生ずる場合は、すみやかに申請者に対し別紙３により通知するものとする。
（完了報告に係る提出資料）
第６条　要綱第９条に規定する処分完了を証する資料は、次の各号によるものとする。
一　転用の場合

　施設の転用を証明するもの。
二　取壊しの場合
　施設の解体撤去契約書、完了届、引渡書、写真(完了前、完了後)。
三　譲渡、貸付の場合

　施設の譲渡(貸付)契約書、前児童福祉施設の廃止を証明するもの。
附則

この要領は、平成１８年１０月３１日に施行し、平成１８年１０月１日から適用する。

この要領は、平成２２年８月４日に施行し、平成２２年７月１日から適用する。
